
決算対象年度 ： 平成30年度
会計 ： 一般会計

（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 7,890,182,987 固定負債 2,758,359,495
有形固定資産 7,690,182,987 地方債 2,635,025,242
事業用資産 6,663,392,395 地方債 2,635,025,242
土地 954,043,826 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 9,430,739,193 退職手当引当金 123,334,253
建物減価償却累計額 △ 3,804,490,941 損失補償等引当金 -
工作物 553,104,950 その他 -
工作物減価償却累計額 △ 470,004,633 リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 75,970,203
浮標等 - １年内償還予定地方債 65,915,568
浮標等減価償却累計額 - 地方債 65,915,568
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -
インフラ資産 1,024,545,896 賞与等引当金 9,455,342
土地 6,832,832 預り金 599,293
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 3,173,911,700 その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 △ 2,156,198,636 2,834,329,698
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 7,890,182,987
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 2,690,160,831
物品 48,452,150
物品減価償却累計額 △ 46,207,454
無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -
ソフトウェア仮勘定 -
その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -
その他無形仮勘定 -

投資その他の資産 200,000,000
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -
投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 200,000,000
減債基金 -
その他 200,000,000
その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 144,168,867
現金預金 144,168,867
歳計現金 143,569,574
歳計外現金 599,293
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -
棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 5,200,022,156

8,034,351,854 8,034,351,854

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計



決算対象年度 ： 平成30年度

会計 ： 一般会計

（単位：円）

金　　　額

経常費用 2,624,457,593
業務費用 2,619,084,907
人件費 136,656,570
職員給与費 119,060,736
給料 67,477,860
時間外手当 2,088,523
その他職員手当等 49,494,353
賞与等引当金繰入額 9,455,342
退職手当引当金繰入額 7,243,492
その他 897,000
物件費等 2,465,474,084
物件費 1,782,639,750
維持補修費 68,747,758
減価償却費 613,980,016
事業用建物 493,521,547
事業用工作物 14,293,958
事業用船舶 -
事業用浮標等 -
事業用航空機 -
事業用その他 -
インフラ建物 -
インフラ工作物 104,787,047
インフラその他 -
物品 1,377,464
ソフトウェア -
その他無形 -
その他 106,560
その他の業務費用 16,954,253
支払利息 1,694,548
徴収不能引当金繰入額 -
その他 15,259,705
費用調整勘定 -
その他 15,259,705

移転費用 5,372,686
補助金等 1,772,438
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 3,600,248

経常収益 170,241,131
使用料及び手数料 145,298,091
その他 24,943,040
収益調整勘定 -
その他 24,943,040

純経常行政コスト 2,454,216,462
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -
臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -
純行政コスト 2,454,216,462

行政コスト計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 平成30年度

会計 ： 一般会計

（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 5,659,712,618 8,472,627,003 △ 2,812,914,385
純行政コスト（△） △ 2,454,216,462 △ 2,454,216,462
財源 1,994,526,000 1,994,526,000
税収等 1,994,526,000 1,994,526,000
地方税 - -
地方譲与税 - -
税交付金 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
寄附金 - -
他会計繰入金 - -
その他 1,994,526,000 1,994,526,000
国県等補助金 - -
本年度差額 △ 459,690,462 △ 459,690,462
固定資産の変動（内部変動） △ 582,444,016 582,444,016
有形固定資産等の増加 31,536,000 △ 31,536,000
有形固定資産等の減少 △ 613,980,016 613,980,016
貸付金・基金等の増加 - -
貸付金・基金等の減少 - -
資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
内部取引 - -
その他 - -
固定資産照合勘定 - -
固定資産売却収入 - -
固定資産連携（売却価額） - -
その他純資産変動 - -
本年度純資産変動額 △ 459,690,462 △ 582,444,016 122,753,554
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 5,200,022,156 7,890,182,987 △ 2,690,160,831

純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 平成30年度

会計 ： 一般会計

（単位：円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 2,002,702,979
業務費用支出 1,997,330,293
人件費支出 128,881,972
物件費等支出 1,855,235,600
支払利息支出 1,694,548
その他の支出 11,518,173
支出調整勘定 -
その他の支出 11,518,173

移転費用支出 5,372,686
補助金等支出 1,772,438
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 3,600,248

業務収入 2,164,767,131
税収等収入 1,994,526,000
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 145,298,091
その他の収入 24,943,040
収入調整勘定 -
その他の収入 24,943,040

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -
臨時収入 -
業務活動収支 162,064,152
【投資活動収支】
投資活動支出 31,536,000
公共施設等整備費支出 31,536,000
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -
投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 31,536,000
【財務活動収支】
財務活動支出 65,491,923
地方債償還支出 65,491,923
その他の支出 -
財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 65,491,923
本年度資金収支額 65,036,229
一般財源等充当調整額 -
業務活動 -
投資活動 -
財務活動 -
前年度末資金残高 78,533,345
本年度末資金残高 143,569,574

前年度末歳計外現金残高 2,092,355
本年度歳計外現金増減額 △ 1,493,062
本年度末歳計外現金残高 599,293
本年度末現金預金残高 144,168,867

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



決算対象年度 ： 平成30年度
会計 ： 一般会計

（単位：円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)
（G)

事業用資産 10,937,887,969 - - 10,937,887,969 4,274,495,574 507,815,505 6,663,392,395

土地 954,043,826 - - 954,043,826 - - 954,043,826

立木竹 - - - - - - -

建物 9,430,739,193 - - 9,430,739,193 3,804,490,941 493,521,547 5,626,248,252

工作物 553,104,950 - - 553,104,950 470,004,633 14,293,958 83,100,317

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

インフラ資産 3,149,208,532 31,536,000 - 3,180,744,532 2,156,198,636 104,787,047 1,024,545,896

土地 6,832,832 - - 6,832,832 - - 6,832,832

建物 - - - - - - -

工作物 3,142,375,700 31,536,000 - 3,173,911,700 2,156,198,636 104,787,047 1,017,713,064

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

物品 48,452,150 - - 48,452,150 46,207,454 1,377,464 2,244,696

14,135,548,651 31,536,000 - 14,167,084,651 6,476,901,664 613,980,016 7,690,182,987

有形固定資産の明細（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

区　　　　　　　　分

合計



決算対象年度 ： 平成30年度
会計 ： 一般会計

（単位：円）

生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

事業用資産 - - - 6,663,392,395 - - - - - 6,663,392,395

土地 - - - 954,043,826 - - - - - 954,043,826

立木竹 - - - - - - - - - -

建物 - - - 5,626,248,252 - - - - - 5,626,248,252

工作物 - - - 83,100,317 - - - - - 83,100,317

船舶 - - - - - - - - - -

浮標等 - - - - - - - - - -

航空機 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

インフラ資産 - - - 1,024,545,896 - - - - - 1,024,545,896

土地 - - - 6,832,832 - - - - - 6,832,832

建物 - - - - - - - - - -

工作物 - - - 1,017,713,064 - - - - - 1,017,713,064

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

物品 - - - 2,244,696 - - - - - 2,244,696

- - - 7,690,182,987 - - - - - 7,690,182,987

有形固定資産の行政目的別明細（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

区　　　　　分

合計



決算対象年度 ： 平成30年度
会計 ： 一般会計

（単位：円）

生活インフラ・国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

経常費用 - - - 2,064,416,734 - - 557,001,597 - 3,039,262 2,624,457,593
業務費用 - - - 2,059,496,186 - - 556,549,459 - 3,039,262 2,619,084,907
人件費 - - - 55,818,495 - - 80,043,075 - 795,000 136,656,570
職員給与費 - - - 51,653,248 - - 67,407,488 - - 119,060,736
給料 - - - 29,395,200 - - 38,082,660 - - 67,477,860
時間外手当 - - - 1,172,212 - - 916,311 - - 2,088,523
その他職員手当等 - - - 21,085,836 - - 28,408,517 - - 49,494,353
賞与等引当金繰入額 - - - 4,141,247 - - 5,314,095 - - 9,455,342
退職手当引当金繰入額 - - - - - - 7,243,492 - - 7,243,492
その他 - - - 24,000 - - 78,000 - 795,000 897,000
物件費等 - - - 1,999,746,236 - - 465,178,134 - 549,714 2,465,474,084

物件費 - - - 1,316,946,126 - - 465,143,910 - 549,714 1,782,639,750

維持補修費 - - - 68,744,734 - - 3,024 - - 68,747,758

減価償却費 - - - 613,980,016 - - - - - 613,980,016

事業用建物 - - - 493,521,547 - - - - - 493,521,547

事業用工作物 - - - 14,293,958 - - - - - 14,293,958

事業用船舶 - - - - - - - - - -

事業用浮標等 - - - - - - - - - -

事業用航空機 - - - - - - - - - -

事業用その他 - - - - - - - - - -

インフラ建物 - - - - - - - - - -

インフラ工作物 - - - 104,787,047 - - - - - 104,787,047

インフラその他 - - - - - - - - - -

物品 - - - 1,377,464 - - - - - 1,377,464

ソフトウェア - - - - - - - - - -

その他無形 - - - - - - - - - -

その他 - - - 75,360 - - 31,200 - - 106,560

その他の業務費用 - - - 3,931,455 - - 11,328,250 - 1,694,548 16,954,253

支払利息 - - - - - - - - 1,694,548 1,694,548

徴収不能引当金繰入額 - - - - - - - - - -

その他 - - - 3,931,455 - - 11,328,250 - - 15,259,705

費用調整勘定 - - - - - - - - - -

その他 - - - 3,931,455 - - 11,328,250 - - 15,259,705

移転費用 - - - 4,920,548 - - 452,138 - - 5,372,686

補助金等 - - - 1,320,300 - - 452,138 - - 1,772,438

社会保障給付 - - - - - - - - - -

他会計への繰出金 - - - - - - - - - -

その他 - - - 3,600,248 - - - - - 3,600,248

経常収益 - - - 156,911,947 - - 13,329,184 - - 170,241,131

使用料及び手数料 - - - 145,298,091 - - - - - 145,298,091

その他 - - - 11,613,856 - - 13,329,184 - - 24,943,040

収益調整勘定 - - - - - - - - - -

その他 - - - 11,613,856 - - 13,329,184 - - 24,943,040

純経常行政コスト - - - △ 1,907,504,787 - - △ 543,672,413 - △ 3,039,262 △ 2,454,216,462

臨時損失 - - - - - - - - - -

災害復旧事業費 - - - - - - - - - -

資産除売却損 - - - - - - - - - -

投資損失引当金繰入額 - - - - - - - - - -

損失補償等引当金繰入額 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

臨時利益 - - - - - - - - - -

資産売却益 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

純行政コスト - - - △ 1,907,504,787 - - △ 543,672,413 - △ 3,039,262 △ 2,454,216,462

行政コスト計算書に係る行政目的別の明細（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

区　　　　　分



一般会計等財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 15年～50年 

工作物 10年～15年 

物品 4年～15年 

② 無形固定資産･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によ

っています。） 

 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

 



（４）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物（地方自治法第235条の4第1項に規定する歳入歳出に属する現金及

び、同条第2項に規定する地方公共団体の所有に属しない現金及び有価証券をいいま

す。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。 

 

（５）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が30万円以上の場合に資産として計上してい

ます。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 

（１）会計方針の変更 

該当事項はありません。 

 

（２）表示方法の変更 

該当事項はありません。 

 

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更 

該当事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

４ 偶発債務 

該当事項はありません。 

 

５ 追加情報 

 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整



理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま

す。 

 

（２）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上していま

す。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（３）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 132,222,700円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入）  支出（歳出） 

歳入歳出決算書 2,243,300,476円 2,099,730,902円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額  0円 0円 

繰越金に伴う差額 78,533,345円 0円 

資金収支計算書 2,164,767,131円 2,099,730,902円 

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

業務活動収支 162,064,152円  

減価償却費 △613,980,016円 

賞与等引当金増減額 △531,106円 

退職手当引当金増減額 △7,243,492円 

純資産変動計算書の本年度差額 △459,690,462円 

④一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

一時借入金の限度額 500,000,000円 

 



①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

6,663,392,395

954,043,826

-

5,626,248,252

83,100,317

-

-

-

-

-

1,024,545,896

6,832,832

-

1,017,713,064

-

-

2,244,696

7,690,182,987

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)
（G)

 事業用資産 10,937,887,969 - - 10,937,887,969 4,274,495,574 507,815,505 6,663,392,395

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

- 954,043,826

　　立木竹 - - - - - - -

　  土地 954,043,826 - - 954,043,826 -

493,521,547 5,626,248,252

　　工作物 553,104,950 - - 553,104,950 470,004,633 14,293,958 83,100,317

　　建物 9,430,739,193 - - 9,430,739,193 3,804,490,941

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

 インフラ資産 3,149,208,532 31,536,000 - 3,180,744,532 2,156,198,636 104,787,047 1,024,545,896

　　建設仮勘定 - - - - -

- 6,832,832

　　建物 - - - - - - -

　　土地 6,832,832 - - 6,832,832 -

104,787,047 1,017,713,064

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 3,142,375,700 31,536,000 - 3,173,911,700 2,156,198,636

- -

 物品 48,452,150 - - 48,452,150 46,207,454 1,377,464 2,244,696

　　建設仮勘定 - - - - -

613,980,016 7,690,182,987

区分
生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 14,135,548,651 31,536,000 - 14,167,084,651 6,476,901,664

合計

 事業用資産 6,663,392,395

　　立木竹 -

　　土地 954,043,826

　　工作物 83,100,317

　　建物 5,626,248,252

　　浮標等 -

　　船舶 -

　　その他 -

　　航空機 -

 インフラ資産 1,024,545,896

　　建設仮勘定 -

　　建物 -

　　土地 6,832,832

　　その他 -

　　工作物 1,017,713,064

合計 7,690,182,987

 物品 2,244,696

　　建設仮勘定 -



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：　　）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)
（C)

取得単価
（D)

取得原価
（A）×（D)
（E)

評価差額
（C）－（E)
（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：　　）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)
（D)

資本金
（E)

出資割合（％）
（A）/（E)
（F)

実質価額
（D)×（F)
（G)

投資損失引当金
計上額
（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：　　）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)
（D)

資本金
（E)

出資割合（％）
（A）/（E)
（F)

実質価額
（D)×（F)
（G)

強制評価減
（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）
（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

該当なし



④基金の明細 （単位：円）

財政調整基金

減債基金

ふるさと市町村圏基金 200,000,000 200,000,000 200,000,000

合計 200,000,000 200,000,000 200,000,000

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



⑤貸付金の明細 （単位：　　）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

地方公営事業

　　病院

　　・・・・

一部事務組合・広域連合

　　○○組合

　　・・・・

地方独立行政法人

　　○○大学

　　・・・・

地方三公社

　　○○土地開発公社

　　・・・・

第三セクター等

　　（株）○○清掃サービス

　　・・・・

その他の貸付金

　　○○貸付金

　　・・・・

合計

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金

（参考）
貸付金計

該当なし



⑥長期延滞債権の明細 （単位：　　） ⑦未収金の明細 （単位：　　）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

第三セクター等 第三セクター等

　　（株）○○ 　　（株）○○

　　・・・・・ 　　・・・・・

その他の貸付金 その他の貸付金

　　○○貸付金 　　○○貸付金

　　・・・・・ 　　・・・・・

小計 小計

【未収金】 【未収金】

税等未収金 税等未収金

　　固定資産税 　　固定資産税

　　・・・・・ 　　・・・・・

その他の未収金 その他の未収金

　　使用料・手数料 　　使用料・手数料

　　・・・・・ 　　・・・・・

小計 小計

合計 合計

該当なし 該当なし



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業 2,700,940,810 65,915,568 2,700,940,810

　　その他

【特別分】

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計 2,700,940,810 65,915,568 2,700,940,810

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：円）

2,700,940,810 2,700,940,810

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

2,700,940,810 65,915,568 418,779,789 377,605,000 377,698,791 377,792,760 1,083,148,902

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：円）

0

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均
利率

地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下



⑤引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

退職手当引当金 116,090,761 7,243,492 123,334,253

賞与引当金 8,924,236 9,455,342 8,924,236 9,455,342

合計 125,014,997 16,698,834 8,924,236 132,789,595

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

計

清掃センター及び最終処分場周辺対策協議会交付金 環境衛生事業

施設搬入路清掃協力金 笹岡区 環境衛生事業

その他

計

合計

その他の補助金等

1,772,438

清掃センター及び最終処分場周辺対策協議会

250,000

800,000

（単位：円）

722,438

区分 相手先 金額 支出目的

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

0

1,772,438



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 0

地方交付税 0

地方譲与税 0

構成市町負担金 1,994,526,000

1,994,526,000

国庫支出金 0

都道府県等支出金 0

計 0

国庫支出金 0

都道府県等支出金 0

計 0

0

1,994,526,000

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 2,454,216,462 1,830,781,104 623,435,358

有形固定資産等の増加 31,536,000 31,536,000

貸付金・基金等の増加

その他

合計 2,485,752,462 1,862,317,104 623,435,358

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額
内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金 300,000

要求払預金 143,868,867

短期投資

合計 144,168,867

４．資金収支計算書の内容に関する明細


